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We Create Value

従業員満足度と顧客満足度を高めて、日本と世界をより良くする会社を創る。
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バ リ ュ ー ク リ エ ー シ ョ ン 株 式 会 社社 名

2 0 0 8 年 4 月 1 日設 立

東 京 都 渋 谷 区 恵 比 寿 1 - 1 8 - 1 4 恵 比 寿 フ ァ ー ス ト ス ク エ ア 9 階所 在 地

東 京 本 社 / 仙 台 支 社拠 点

新 谷 晃 人 S H I N Y A  A K I T O代 表 者

8 6 名 （ 2 0 2 4 年 2 月 時 点 ）従 業 員 数

1 5 7 , 8 3 9 千 円資 本 金

・ マ ー ケ テ ィ ン グ D X 事 業

・ 不 動 産 D X 事 業
事 業 内 容

会社基礎情報
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経営陣のご紹介

代表取締役
新谷 晃人

2008年4月、
バリュークリエーション㈱設立。

設立以来、マーケティングDX事業の
支援領域の拡大およびVasta等DX事
業の展開に着手するだけでなく「自
動車」「不動産」などの他分野にわ
たって多角的な事業を創出。

取締役

大坂谷 優介
2012年7月 バリュークリエーション㈱入社。
2020年12月 取締役就任。
10年以上にわたりマーケティングDXの統括責任者として、事業作りを先導。
レガシー産業の新規開拓および支援パッケージを形成し、Molaの立ち上げも経験。

執行役員

乗冨 健矢
2016年9月 バリュークリエーション㈱入社。
2020年12月 執行役員就任。
入社以来、マーケティングDX事業のクロスセル/アップセルを専任で担当。
顧客のDX化の推進に向け、多様なサービスの新規立案及び営業を実施。

執行役員

田中 佑弥
2014年4月 バリュークリエーション㈱入社。
2022年3月 執行役員就任。
完全新規事業である不動産DX事業の責任者として、プラットフォームの全体構想の考案
および解体事業者の開拓に従事し、事業創出から拡大までを専任で担当。

執行役員

和田 晃一
2020年12月 バリュークリエーション㈱入社。
2022年1月 執行役員就任。
前職で税理士法人や監査法人、コンサルを経験。入社後、経理・財務・法務・労務・ITセ
キュリティ、監査対応、業務効率化などを専門で管轄し、社内DX化も含めた全体最適を
中心業務として実施。 6
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住宅解体のプラットフォーム「解体の窓口」の展開97%(※1)の継続率を誇るマーケティングDX支援の実施

事業概要
主軸事業はマーケティングDX事業と不動産DX事業であり、不動産DX事業では解体業者のマッチングプラットフォーム
「解体の窓口」を起点に周辺の不動産領域へサービスを展開。

マ ー ケ テ ィ ン グ D X 事 業 不動産DX事業

特徴 １

特徴 2

特徴 3

特徴 １

特徴 2

特徴 3

LTVマーケティング

事業会社としての顔

97%の継続率

逆オークションでの業界課題解消

約1,700社の提携解体業者(※3)

多様な出口戦略の存在

※1 2023/3/1~2024/2/29の平均継続率で算出 ※2 2024年2月末時点で算出
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2024年2月期通期業績ハイライト
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マ ー ケ
テ ィ ン グ
D X 事 業

2024年2月期 2024年2月期
予算 通期実績 予算比

売上 2,888 2,838 98%
売上総利益 871 925 106%
営業利益 571 611 107%

(単位:百万円)

2024年2月期 2024年2月期
予算 通期実績 予算比

売上 139 109 78%
売上総利益 82 73 89%
営業利益 -4 -23 -575%

(単位:百万円)
不 動 産
D X 事 業

 売 上 に つ い て は 若 干 の 未 達
 効 率 化 を 進 め 売 上 総 利 益 で は 達 成
 売 上 総 利 益 増 加 に 伴 い 予 算 比 で も 超 過

 体 制 構 築 に リ ソ ー ス を 割 き 予 算 未 達
 原 価 効 率 を 上 げ た こ と で 減 少 幅 を 抑 制
 人 件 費 等 の 先 行 投 資 も 影 響 し 予 算 未 達

全 社

2024年2月期 2024年2月期
予算 通期実績

売上 3,027 2,948 97%
売上総利益 954 999 105%
営業利益 163 172 106%
経常利益 148 166 112%
税引後当期純利益 95 114 120%
1株当たり当期純利益 45.94円 55.11円 120%
1株当たり配当金 12.0円 12.0円 100%

(単位:百万円) 予算比

 売 上 に つ い て は 若 干 の 未 達
 効 率 化 を 進 め 売 上 総 利 益 で は 達 成
 売 上 総 利 益 増 加 に 伴 い 予 算 比 で も 超 過
 上 記 要 因 に よ り 経 常 利 益 ・ 税 引 後 利 益

/ 1 株 当 た り 当 期 純 利 益 も 予 算 超 過
 当 初 予 定 通 り の 配 当 額 で 着 地



We Create Value

売上高・粗利益・営業利益構成
2023年2月期以降、市場環境の追い風を受け、将来性が強く見込める不動産DX事業への投資、事業拡大に注力。
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売上高構成
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当社の事業モデル
当社はマーケティングDX事業でマーケティング戦略策定から実際の支援まで一気通貫で実施。
マーケティングで培ったノウハウや課題意識を活かし、解体の窓口を運営。

toC

業界
企業

マッチング
プラットフォーム

マーケティング課題を抱えた業界
をマッチングプラットフォーム

にてまとめて解消

消
費
者

バリュー
クリエーション

バリュー
クリエーション

個社に入り込んだ
支援

集客

集客ノウハウの蓄積 広告を中心とした
マーケティング支援の提供

個社の集客の課題を解決する
マーケティングDX事業

新サービスとして型化

特定業界の
テストマーケ
ティング
として機能

A社

B社

C社

D社

「解体の窓口」

11
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当社の利益率の推移
当社はマーケティングDX事業に取り組む各社よりも高い利益率を実現している。
今後、より利益率が高い不動産DX事業の拡大に伴い、さらに高い収益率を実現する。

時間軸

粗
利
率

26%
業界平均
粗利率(※)

粗利率
マーケティングDX事業の売上総利益
不動産DXの売上総利益

34%

28 %

※マーケティングDX事業を主力事業として展開している5社の数値平均より算出 12
2019年2月期 2020年2月期 2021年2月期 2022年2月期 2023年2月期 2024年2月期
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高い利益率を実現できる理由
価格競争に巻き込まれにくいレガシー業界に対してのマーケティングDX支援を行っていることと、
集客ノウハウを生かしたマッチングプラットフォーム事業を展開することで高い利益率を実現している。

特徴1 特徴2

レガシー業界※に対する
マーケティングDX支援

集客課題が根強い
業界に特化した支援を実施

マッチングプラットフォーム
事業の展開

業界全体の課題をまとめて
解決可能な事業を展開

13

※レガシー業界の定義はP13参照
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レガシー業界の定義
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業界別DXの
取り組み状況
総務省（2021）
「デジタル・トランスフォーメーションによる
経済へのインパクトに関する調査研究」

0 12.5 25 37.5 50 62.5 75 87.5 100

医療、福祉
宿泊業、飲食サービス業

運輸業、郵便業
生活関連サービス業、娯楽業

建設業
卸売業、小売業

その他
製造業

不動産業、物品賃貸業
教育、学習支援業

サービス業（他に分類されないもの）
漁業

公務（他に分類されるものを除く）
鉱業、採石業、砂利採取業

複合サービス事業
電気・ガス・熱供給・水道業

学術研究、専門・技術サービス業
情報通信業（映像・音声・文字情報制作業）

情報通信業（インターネット附随サービス業）
情報通信業（情報サービス業）

金融業、保険業
農業、林業

情報通信業（放送業）
情報通信業（通信業）

75
%

■2018年度以前から実施している
■2019年度から実施している
■2020年度から実施している
■実施していない、今後実施を検討
■実施していない、今後も予定なし

2020年時点で
DXに取り組みがない

企業数が全体の
75％以上の業界を

取り組みが
遅れている業界

（＝レガシー業界※）
として定義

※経済産業省（2020）「DXレポート」にDX未着手企業・途上企業を含めて、レガシー企業文化と表現していることから表現を一部引用
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ターゲットとしているレガシー業界の特性
当社のメイン顧客は、規模は大きいがDXに遅れており、これから取り組む業界やセクター。既存の商習慣や伝統など
によりDXに取り組むのが遅くなった市場は大きいと考える。経営の課題抽出から戦略の立案、広告の実施までを提案
できる当社の強みが発揮できる市場である。

15

課題抽出

継続率

97%※

レガシー業界

 市場規模も大きく、成熟した
業界であるが、保守的な体質
でもあり、DXが遅れ気味

 DXに対する知見が少なく、何
から取り組めば良いか分から
ない

 集客に関する課題が大きい

 新規参入が難しく、価格競争
が起こりにくい

戦略立案

広告運用

改善提案

一貫した
サービス 一貫した

サービス提供
により継続率
が高い傾向

※契約継続率：前月から当月に継続した社数と過去取引があった先で当月再開した社数を分子、前月の社数を分母として算出
2023/3/1~2024/2/29の平均継続率で算出
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顧客

解体
業者

解体の窓口

高い利益率を実現する不動産DX事業
デジタルマーケティングの磨き込みとオペレーショナル・エクセレンス(※)の構築。さらに、1人の集客に対しクロスセ
ル出来るモデルを構築することで従来のマッチングプラットフォームと比較し複数のキャッシュポイントを実現。

デジタル
マーケティングの
磨き込み

オペレーショナル・
エクセレンス
の構築

クロスセル
モデルの実現

顧客対応のオペレーション
整備によるコスト減

最適な集客手法の確立による
集客コスト減

不動産情報の活用をもとに
二次的な収益を獲得

収益性が高いプラットフォームモデル

※競争源泉の要素として、業務フローが定着した結果、オペレーションが磨きあげられた状態を指しています。 16
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他社との比較

広告
出稿
のみ

マーケ
戦略構築

まで

人力or汎用的なツールの活用

自社最適化したツールの活用

16年のマーケティングコンサル
実績に基づく、戦略～広告運用の

一貫したサポートの実現

自社メディア
「解体の窓口」より
得たノウハウの還元

97%の継続率

差別化要因

16年間マーケティング事業に従事してきた実績とオペレーションのもとに、広い支援領域と効率的な支援体制を
同時に構築し、高い粗利率を実現。

強み ①

強み ②

強み ③

粗利率
業界平均 26.6%※1

粗利率
約34%※2
粗利率

約34%※2

※2数字は2024年2月期のもの※1デジタルマーケティング事業を主力事業として展開している5社の数値平均より算出
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マーケティングDX事業
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マーケティングDX ビジネスモデル

20

仕入先
メディア

（媒体社）

顧客

Web広告

LP制作

クリエイティブ制作

Webコンサル

マーケティングDX

広告枠の
提供 広告運用サービス等の提供

対価の
支払い

サービス対価の
支払い

バナー制作等の
提供

サービス対価の
支払い

代
理
店

各サービスに対する
対価の支払い

広告運用
サービス等の

提供外注先
デザイナー
ライター

等

サービス提供

対価の
支払い
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マーケティングDX 事業詳細

運用型広告

検索連動型広告

ディスプレイ広告

インフィード広告

ヤフー株式会社やGoogle LLC等が提供する検索エンジンの検索結果に表示される広告

Webサイトの広告枠に表示される画像広告、動画広告、テキスト広告

Webサイトやアプリのコンテンツとコンテンツの間に表示される体裁の広告

インターネットのユーザーに対し、リアルタイムに入札額やクリエイティブ、
ターゲット等を変更・改善しながら配信する広告

• 広告運用者が広告を配信するための設定を行い、ほぼリアルタイムに広告配信結果を確認、
設定の改善を実施することが求められる

• 上記により、運用者によって広告効果に大きな違いが生まれる

当社では2008年の創業から現在まで、多種多様なクライアントへのサービスを継続してきたことで

業界や業種特有の課題を識別、情報を蓄積することでサービス品質を高めることが可能となっております。

運用型広告を中心とするプロモーション手法を通じ、顧客のWebサイトへの集客を適切に行うための課題抽出、戦略立
案から広告の運用までを一貫して実施しています。

▼ 詳細広告種別

特徴
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※電通「2023年 日本の広告費 インターネット広告媒体費 詳細分析」をもとに弊社作成

物販系ECプラットフォーム広告費 2,101億円

制作費 4,359億円

2023年 インターネット広告市場概況 取引手法×広告種別調査※

動画
1,071億円

ディスプレイ
762億円

その他※

815億円

予約型広告 2,648億円 ※ディスプレイや動画広告でない予約型広

告が該当。インフルエンサーによるSNS投

稿を投稿数で契約したものがメインと推定

される。

検索連動型
10,729億円

ディスプレイ
6,939億円

動画
5,789億円

その他 33億円

運用型広告 23,490億円

インターネット
広告媒体費

2兆6,870億円

成果報酬型広告 732億円

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
広
告
費

3
兆
3
3
3
0
億
円

22

インターネット広告市場規模マーケティングDX
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マーケティングDX 伸びるインターネット広告市場

23

12,206

14,480

16,630
17,576

21,571

24,801

26,870
29,124

118% 119%
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108.3% 108.4%

70%
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13000
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23000

28000

33000

インターネット広告媒体費(億円) 前年比

2023年 2024年
(予測)

当社のマーケティングDX事業が属する
約2.9兆円のインターネット広告市場は堅調な成⾧を見せ、

今後の事業においても安定した拡大が予測される

2017年 2018年 2019年 2020年 2021年 2022年

※電通「2023年 日本の広告費 インターネット広告媒体費 詳細分析」
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売上高・粗利推移マーケティングDX
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売 上 高 推 移
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粗 利 推 移

約34%
2024年2月期粗利率

業界平均 26.6%※

※デジタルマーケティング事業を主力事業として展開している5社の数値平均より算出

予
測

予
測
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サービスの強み

１ 高い継続率を生む顧客基盤

2 持続的な成果創出が可能なサービス領域

3 事業創出経験による顧客目線での支援

サービスの
強み

マーケティングDX

25
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強み①：高い継続率を生む顧客基盤

レガシー
業界

その他
産業

1. 産業の規模が非常に大きく、古い体質の企業が多い

2. 課題は常に顕在的であるものの、独特の慣習によって、支援障壁が

高く、各業態に合わせたサービス設計が必要

3. 新規参入が難しく、価格競争が起こりにくい

4. 一方、お付き合いが始まると、継続率は高い傾向にある

1. 産業の規模は様々、比較的新しい企業が多い

2. 産業のDX化に向けては、SaaSが徐々に浸透してきて

いる状況でデジタルマーケも様々な取り組みが実施済み

3. 各種サービスが入り乱れており、価格競争が激化

4. サービスの入れ替えも一定数発生し、継続率は高くない

特
徴

16年のマーケティング実績により、徐々に支援が広がってきたレガシー業界が現在の高い継続率の源になっている。
競合の参入が多くなく、価格競争も起こりにくい。

マーケティングDX

26

契約継続率

97%

※契約継続率：前月から当月に継続した社数と過去取引があった先で当月再開した社数を分子、前月の社数を分母として算出2023/3/1~2024/2/29の平均継続率で算出

参入障壁は高いが、業界実績と経験で継続的に深い領域まで一貫して支援可能な、
DXの取り組みが業界として進んでいないレガシー業界が顧客基盤

※
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参考｜レガシー業界の事業売上高構成影響

レガシー業界 その他産業

マーケディングDX事業の売上成⾧をレガシー業界の企業群がけん引している

マーケティングDX

27

レガシー業界の
売上高構成比

42%
※

マーケティング
DX事業部

売上高

一 年 間 で

126％

売上高成⾧率

2023年
2月期

2024年
2月期

売上高構成比の伸び

2023年2月期

2024年2月期

3 8 ％

4 2 ％

+4％

※2024年2月期のレガシー業界への売上を分子、マーケティングDXの売上のうちネット取引(収益を純額表示するもの)を除外した売上を分母として算出しています。
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参考｜レガシー業界の支援事例マーケティングDX

28

支援事例

デジタル広告を活用できていない

デジタル広告をこれから始めたい

広告効果を改善したい

広告販路を広げたい

既存代理店の対応や効果がよくない

WEBに取り組むリソースがない

その他

―

△

〇

〇

◎

―

主要課題 レガシー

◎

〇

〇

〇

〇

◎

デジタル広告支援における課題のターゲット別差異

結果 申込納税額2.8倍、ROAS 1.4倍

課題

施策

「楽天ふるさと納税」等の広告媒体を自前で出稿していた
ため、運用ノウハウがないから効果が限定的。

ふるさと納税サイトの広告から、Yahoo!、Instagramなどの
運用型広告までトータルでプランニングし、認知から獲得
までを一貫して配信。KW選定・入札・クリエイティブ制作
のノウハウを駆使して効果を最大化。

テーマ ふるさと納税の申し込みを増やすための
マーケティング支援

業界 自治体（ふるさと納税）業界 自治体（ふるさと納税）
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当社の
注力領域

1. 広告ターゲットとなるメイン層が
相対的に関心の移り変わりのリスクが
少ない中高年層である

2. マーケティングDXの基本を抑えるこ
とに価値がのるデジタル施策に取り組
めていない企業がメイン顧客である

当社の
マーケティング

の強み

変動の激しい媒体の時流に乗って

儲けるモデルではなく、

継続して高いパフォーマンスを実現出来る

媒体を中心に成果創出することで

安定した成果を出し続けることが可能

強み②： 持続的な成果創出
変動の激しい新興媒体ではなく、安定的なパフォーマンスが発揮出来る手段で成果を創出する仕組みを持つことで、
安定して高い成果を持続的に残し、結果として高い継続率を実現。

マーケティングDX

1,135 

1,471 
1,667 

1,959 

2,341 

2,747 

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

2018年

2月期

2019年

2月期

2020年

2月期

2021年

2月期

2022年

2月期

2023年

2月期

2024年

2月期

2 , 8 3 8 百 万 円

売上高推移

中⾧期的運用が基軸にあるサービスを軸に
ストック型での売上の積み上げを実現

29
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強み③：事業創出経験による顧客目線での支援マーケティングDX

マーケティングDX事業(既存)

事
業
創
出
ナ
レ
ッ
ジ
の
蓄
積
量

車査定・買取の窓口
自社事業展開における成功体験の下、

事象創出のノウハウを顧客に還元

既存事業を維持し、
各課題を起点にした

多様な事業創出

※

※現在は売却済

不動産

メーカー

食品卸

顧客の事業立ち上げの
要点を抑えた集客支援

自らも顧客同様に事業立ち上げを行い、新しい施策に取り組むことにより成果が出た施策を顧客に還元するモデルを構築。
リアリティを持った支援を行うことで高い満足度を実現。

マーケティングDX事業
(新規顧客・クロスセル・アップセル)

30

新規事業

2024年2月現在



31

不動産DX事業
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建築物の
解体ニーズを

持つ法人・個人

解体業者

ビジネスモデル

不 動 産 D X
1 見積もり依頼

4 業者提示

5 業者選定

2 紹介

3 各業者が
見積もり提示

6 マッチング

７ 成約時
マージン支払

データプラットフォームにて
土地情報を集積する

不動産情報や
建て替え情報

の紹介

成約時支払

不動産仲介/売買会社

住宅会社

不用品回収会社

駐車場会社

不動産DX

32

ユーザー申込数：約25,000件※

登録解体業者：約1,700社※

提携不動産会社数：約860社※

【主な特徴】

※2024年2月末時点で算出
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解体の窓口事業

現
在
の
解
体
市
場

実
現
す
る
世
界

逆オークション

解 体 の 窓 口

①条件掲載

②見積もり
の提示

③最安値業者と
マッチング

• 解体業者を候補の
中から自由に選定

• 最安値業者との
マッチングにより、
安い価格で依頼

• 一部の解体業者に仕事が集
中し、受注が関係性に依存

• マーケティングに知見があ
る企業は少なく直接顧客を
獲得することが難しい顧客 解体業者不動産/住宅会社 一次請け

解体業者

• 解体業者を選べる
事があまり知られ
ていない

• 市場価格が分から
ず、知らずに高値
で契約している

• 能動的に直接顧客獲得が
出来ることで受け身型経営
から脱却

• マージンの減少から
単価も向上し経営が改善

消費者・解体業者の双方が不を抱える歪みが発生していた市場を解消する解体の窓口事業に取り組む。

紹介機能しかもたない中間流通を排除したプラットフォームの構築により、市場の歪みを是正

不動産DX

33
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93億円

8,741億円

1兆6441億円解体全体市場規模

住宅解体市場規模

マッチングサービス
経由解体市場規模
(2017年時)

解体全体の市場規模は1兆6,441億円、住宅解体市場に限ると8,741億円と巨大市場になっている。

※総務省統計局「平成 30 年住宅・土地統計調査」、国土交通省「平成30年建築物ストック統計」「住宅着工統計調査」をもとに弊社推計、数字は2017年のもの

市場環境：解体業界の市場規模不動産DX
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629 683
741

805
874

949
1,030

1,119
1,215

1,319
1,432

1,555
1,689

1,833

1,991

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027

8.58％
CAGR

推計値

※総務省統計局「平成 30 年住宅・土地統計調査」、国土交通省「平成30年建築物ストック統計」「住宅着工統計調査」をもとに弊社推計
滅失戸数を推計の下、件数当たりの解体単価が不変であると仮定し、25-30年間の件数増加率を市場規模の伸び率として推計

住宅解体市場は、古い住宅ストック数の増加が社会問題化していることなどもあり、
CAGR(年平均成⾧率)8.58%で成⾧が見込まれている。

（10億円）

市場環境：住宅解体市場推計不動産DX
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売上高・粗利推移

粗 利 推 移

-3
14

34
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7 3 百 万 円

売 上 高 推 移

6

46

76
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2021年
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2月期

2024年

2月期

1 0 9 百 万 円 粗 利 率 6 7 . 3 %

不動産DX

36
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サービスの独自性：逆オークションサービス

施 主 よ り 提 出 さ れ た 物 件 情 報 と 写 真 を 元 に 、 解 体 業 者 が 次 々 に オ ー ク シ ョ ン に 入 札 。

ユーザーのメリット

1
業者のしつこい営業電話に

悩まされない

2

同条件で競われた見積と

最安値を手間なくオンラインで

入手することが可能

3
オークションモデルにより、

アイミツ時よりも安い価格で

解体できる業者を見つけられる

「逆オークションモデル」実現により、アイミツサービスより安い価格での解体を実現。

不動産DX

アルゴリズム
による費用
自動算出

物件写真の提出

逆オークション入札

顧客フォロー
希望条件のヒアリング

補助金の案内など
顧客毎に必要な情報を

案内

現地調査業者の手配
オークション入札業者の中から

顧客の希望に近い3社を
現場へ派遣、詳細見積を作成

価格交渉/お断り代行
顧客の希望によって

工事費用の値引き交渉や、
断りの連絡を代行

契約

37
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サービスの独自性：オンライン見積もりの実現

データ画像
 木造建築
 〇階建て
 ○○平米
 ○○地区 etc...

案件
情報

現場
画像

オ ン ラ イ ン 見 積 も り を 軸 に し た 契 約 フ ロ ー従 来

依 頼

見 積 も り

依頼人から
依頼を受け
た解体業者
が、実際に
現地まで赴
いて時間を
かけて見積
もりを算出

「現地に行かないと見積もり出来ない」という常識を覆すオンライン見積もりを軸に、解体業者のマーケコストを大幅削減。

成
約

解体業者のメリット

1
顧客とのやり取りを
コンシェルジュが代行するため
リソースを有効活用できる

2 勝算の高い案件にリスクなし(*)
で入札参加することが可能

不動産DX

38
※解体業者様としてはコスト負担なく顧客獲得の機会を得ることができます。

検討現地調査オンライン上での
暫定見積もり

顧客との各種コミュニケーションも、弊社コンシェルジュがすべて対応
物件情報の詳細伝達 現地調査日時の調整 決断に必要な情報提供

お客様 弊社コンシェルジュ お客様弊社コンシェルジュ 弊社コンシェルジュ解体業者
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全国860社の不動産会社と提携※

積水ハウス、ミサワホームなど
ハウスメーカーを中心に72社と提携
全国の紹介を網羅※

日本パーキングなど
主要大手中心に全国10社と提携※

司法書士25社と提携※

その他

不用品買取の
㈱BuySell

Technologiesと提携

強み：解体周辺領域との連携強化不動産DX

顧客のニーズを満たす為に周辺領域の企業との連携ネットワークを拡大。特に不動産情報の売買を中心に収益獲得の為の
体制を構築済み。

※2024年2月末時点で算出 39



0４ Growth Strategy

04 成⾧戦略

40
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２０２５年２月期通期業績予想

41

2024年2月期 2025年2月期 対前年同期
通期実績 通期業績予想 増減率

売上 2,948 3,238 110%
売上総利益 999 1,088 109%
営業利益 172 179 104%
経常利益 166 181 109%
税引後当期純利益 114 119 104%

(単位:百万円)

1. LTV向上支援により継続率97％を継続・向上を目指していく

2. 人財強化、インバウンド施策強化により社数・トップラインの成⾧を目指していく

マーケティングDX
事業

1. 買収したメディアとのシナジーを発揮し、未接触の顧客を開拓していく

2. 業務提携先等との連携により解体後のキャッシュポイントを多様化していく
不動産DX

事業
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重要経営指標の推移
マーケティングDX事業において取引社数と既存継続率の2指標を売上高/売上高総利益に直結する重要な経営指標として運
用しており、25年2月期における1,636社、継続率97.0％を成⾧目標として見据えている。

42

設定背景及び進捗指標
マーケティングDXの売上を構成する重要な要素であり、
計画策定時においても売上単価に乗じて売上高を見込むための
重要な要素としています。
進捗：2024年2月期予想1,544社⇒実績1,568社

社数（社）

社数を確保するために重要な指標です。継続できていないといくら新
規で増加しても全体の数が増えません。
また、高い継続率は顧客との関係性をはかる指標でもあり、重要なも
のと考えています。
進捗：2024年2月期予想97％⇒実績97%

既存継続率
（前月→当月）

1,440 1,430 

1,568 

1,636 

96.9% 96.6%
97.0%

97.0%

95.5%

96.0%

96.5%

97.0%

97.5%

98.0%

1,300
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1,600
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2022年2月期 2023年2月期 2024年2月期 2025年2月期

社数(社) 既存継続率（前月⇒当月）既存継続率（前月→当月）
※社数(社)：各期の累計で集計しています

既存継続率（前月→当月）：各期の月間の平均値で集計しています

重要指標の推移

計画値
社数（社）

時間軸

既存継続率
（前月→当月）

2,340
2,747 2,838

3,080

618
853 871 1,004

0

1,000

2,000

3,000

4,000

2022年2月期 2023年2月期 2024年2月期 2025年2月期

売上 売上総利益
計画値

売上高、売上総利益の推移※

時間軸

（百万円）

※マーケティングDX事業部の売上高、売上総利益
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今後の成⾧戦略

業界人材の採用による運営体制強化解体の窓口
事業の強化

事業構築サイクルに則り新事業を立ち上げ
他領域プラット
フォーム構築

不動産DXに次ぐテーマを探索

消費者向け不動産関連サービスの展開(不動産仲
介・売買/保険/ローン事業などを構想)

土地情報が集約される他プラットフォームを展開
(お墓/葬儀/相続などを仕込み中)

不動産DX
事業の強化

不動産DX事業
(解体の窓口)

マーケティングDX事業

不動産DX事業
(新規事業)

新領域のDX

多角化展開による事業シナジーの構築

2024年2月現在

土地情報を起点とした
プラットフォーマー化

既存のマーケティングDX事業を継続的に成⾧させるとともに、解体の窓口事業の強化を柱に据え、不動産DX事業の拡大
により事業拡大を目指す。その後連続的な事業創出カンパニーとしてさらなる成⾧を見据える。

成⾧戦略2

成⾧戦略3

成⾧戦略4

安定した成⾧が見込まれるインターネット広告市
場において、DXに遅れが見られるレガシー業界
に注力した営業を行う。

43

マーケティングDX
事業の継続的成⾧

成⾧戦略1

事業戦略詳細
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参考｜調達資金の充当予定と実績値
上場時における調達資金の主な使途

44

予定金額
（百万円) 2024年2月期 2025年2月期 2026年2月期

1 設備投資 100 ー ー 100
2 借入金返済 40 8 32 ー
3 人材投資 102 80 22 ー

No 主な資金使途
予定時期

充当金額
（百万円) 2024年2月期 2025年2月期 2026年2月期

1 設備投資 140 58 82 ー
2 借入金返済 ー ー ー ー
3 人材投資 102 80 22 ー

No 主な資金使途
充当時期

計 画 時

進 捗 ( 計 画 時 と の 変 更 点 を ＿ で 示 し て い ま す )

事業成⾧に伴う将来的な増員に
対応した執務スペースの確保と、
快適な職場環境の構築ができる
オフィスを想定より早期に見つ
けることができたため充当する
ことにしました。
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進捗
2024年2月期おける予算との比較はP9で掲載 45

成⾧戦略1：マーケティングDX事業の継続的成⾧
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1,667 

1,959 

2,340

2,747 2,838 
3,080 

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

2018年

2月期

2019年

2月期

2020年

2月期

2021年

2月期

2022年

2月期

2023年

2月期

2024年

2月期

2025年

2月期

マーケティングDX事業 売上高の推移

計
画

マーケティングDX事業の成⾧戦略

インターネット広告市場は安定的な成⾧が見込まれ、マーケティングDX事業も継続的な拡大を目指す。
DXが遅れがちなレガシー領域の支援が多く、DX加速により収益拡大が見込まれる

レガシー業界支援によるLTV向上

顧客獲得チャネルの強化

顧客一社当たりの支援品質向上

レガシー業界を顧客基盤とする
安定的、継続的な成⾧

1a

1b

1c
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成⾧戦略1a：レガシー業界支援によるLTV向上
DXの取り組みが業界全体として遅れているため、デジタルマーケティングの施策の効果が高く出やすいだけでなく、
価格水準が形成されていない。本業界のアカウント割合を増加させながら、同時に各アカウントのLTV※向上も狙っていく。

建設業

レガシー
業界

不動産業

娯楽・
レジャー業

医療・
福祉業

既存顧客の
アップセル/
クロスセル

高単価での
新規顧客の

開拓

デジタル領域の課題が企業の中で局地的にではなく、
部署や領域にまたがって慢性的に存在
マーケティングDX事業のサービスの包括的な提案方法を
強化することで、大幅なアップセル・クロスセルを見込む

顧客との関係性が⾧期的かつ信頼に基づくことが多い
関係構築ができている既存顧客においては、関係性を
生かした積極的なサービス単価の向上を狙っていく

業界としてマーケティングの取り組みが遅れているため、
未開拓の魅力のあるターゲットが多く存在
そのため、施策の効果が他業界に比べ高く出やすく、
投資対効果を大きく示しやすい中、単価を比較的高く
設定した商品パッケージを提案していく

本業界の競合が少ないため、価格水準が浸透していない
DX改革文脈での高単価での受注・価格水準の形成を狙う

１

2

１

2

※ある顧客が自社と取引を開始してから終了するまでの期間にどれだけの利益をもたらしてくれるかを表す指標

進捗
2024年2月期では顧客アップセル/クロスセルにより前
期比で売上増加を達成。引き続き推進していく
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顧客の紹介が促進される下記仕組み※を構築

①紹介確度が高いターゲットの見極め
②満足度の高いタイミングの特定
③効果の高い依頼方法の標準化
④運用制度の確立

営業支援における顧客の紹介フローを型化し強化していく

成⾧戦略1b：顧客獲得チャネルの強化
2023年2月期から実施しているチャネル戦略の根本の見直し及びそれによる各施策の型化/体制強化により、
紹介案件の増加と業界特化のインバウンド※反響を中心に焦点を当てて、事業拡大を図っていく。

47

紹介経由
アウトバウンド経由
セミナー経由
HP・その他経由

施策１

施策２

獲得チャネル割合

インバウンド※施策の強化

紹介施策の強化 Segmentation

Satisfaction

Sales

System

■■

■

これまで相対的に注力してこなかった
インバウンドでの案件獲得に向けて、
ターゲット広告及び業界向けのセミナー実施を推進し、
バーティカル市場の開拓に向けた各種施策を同時検証

特に不動産DX事業で明らかになった不動産業界の
各種課題に対する訴求と開拓にリソースを投資していく

※参照：LiB Consulting 記事「https://crohack.libcon.co.jp/n/n63fc42469d0d」

概略 2022年2月期から導入したSalesforceにより、これまで未着手だった顧客属性の管理や受注経路分析が実現し、
注力すべき獲得チャネルの見極めとそこに向けた下記のような施策を、2023年2月期から本格的に取り組みを実施

※マーケ施策としてアウトバウンドと区別する意味でのHP/LP反響という意味で使用しております。

進捗：継続して進捗中
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進捗：継続して進捗中

成⾧戦略1c：顧客一社当たりの支援品質向上

48

Web広告

LP制作

クリエイティブ
制作

Webコンサル

課題A 課題B 課題C

・・・

・・・

・・・

・・・

・・・

16 年 間 の マ ー ケ テ ィ ン グ D X デ ー タ ベ ー ス

条件1：…
条件2：…
条件3：…

施
策
別
に
最
も
効
果
が
高
く
な
る
条
件
を
型
化

条件1：…
条件2：…
条件3：…

条件1：…
条件2：…
条件3：…

条件1：…
条件2：…
条件3：…

施策別条件

新規
クライアント

課題F

特
定

条
件
パ
タ
ー
ン
分
析

最
も
効
果
が
出
る
施
策
を
営
業
段
階
で
提
案
可
能

15-6期

2023年2月期-24年2月期を通して、マーケティング施策別の過去支援内容の条件属性の洗い出しと、型化を実施中。
組織全体としての支援ナレッジの型化と標準化を推進し、支援の品質向上と生産性改善を同時に目指していく。
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進捗
2024年2月期おける予算との比較はP9で掲載

不動産DX事業への注力
2023年2月期以降、市場環境の追い風を受け、将来性が強く見込める不動産DX事業への投資、事業拡大に注力。

49

事業全体の売り上げ構成比

1

2

3

流入数の拡大
マッチングシェア率1.1%の解体市場において、
未接触の顧客を開拓。

出品率の改善
流入後の顧客に対してフォロー対応を重点的に
強化。

クロージング率の増加
土地活用の後工程の事業提供価値拡大により、
マッチング経由での解体に付加価値を増加。

拡大要因

売上（百万円）

2,747
2,838

3,080

76

109

158

2,000

2,200

2,400

2,600

2,800

3,000

3,200

3,400

2023年2月期 2024年2月期 2025年2月期

ＤＧ 不動産DX

計画値
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進捗：継続して進捗中

コールセンター等の人員を
拡大予定。

住宅・不動産業界で
⾧年現場に従事した方を

採用予定

社内の営業体制を研修から再構築予定

成⾧戦略2：解体の窓口事業の拡大加速

2022年利用率

1.1％

利用者

非利用者

2027年利用率見込み

12.0％

マッチング
サービス
利用率

※

93億円 2,390億円

市場機会の広がり 社内体制強化

営業強化
バック

オフィス
強化

業界人材
強化

3つの観点で人材を採用し、
拡大に向けた運営体制を構築

※「不動産業統計集」、東京カンテイデータ、経済産業省「電子商取引に関する市場調査」より分析
2027年に住宅解体市場が1兆9910億円の規模となり(P34参照)そのうちマッチングでの利用率が12%、2,390億円の市場規模となる推計

解体業界のマッチング需要はまだまだ高い伸びしろがあることが想定されるため、
ニーズ増加に備え社内体制を強化し、さらなる事業成⾧を狙う。

50
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成⾧戦略3：土地情報を起点としたプラットフォーマー化

IDによる土地情報管理

土地情報の集積

活用による収益化 不動産仲介 不動産買取 保険 ローン

解体 お墓 相続 葬儀

顧客データ 土地データ

当社のビジネスの大きな優位性である「土地情報の蓄積」をさらに強化・活用すべく、
土地情報を起点としたプラットフォームを構築しさらなる事業拡大を狙う。

51

3a

3b

進捗：継続して進捗中
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成⾧戦略3a：不動産ビジネスの深堀り①

土地情報が集積される
プラットフォームを構築

相続

お墓

葬儀

不動産DX

解体
お墓を建てたい顧客と

お寺・墓地の
マッチングプラット

フォーム

相続関係の整理
をしたい顧客と

税理士の
マッチングプラット

フォーム

住居解体を希望する
顧客と解体業者の

マッチングプラット
フォーム

葬儀を計画している
顧客と葬儀屋の

マッチングプラット
フォーム

土地売買の潜在層であるため、
相互送客が実現

「土地情報の量」が収益拡大に繋がる為、土地情報が集積される可能性のある領域でのマッチングプラットフォームを
複数立ち上げ。相互紹介も発生する複合プラットフォームを構築予定。

52進捗：継続して進捗中
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参考｜解体を起点としたクロスセルモデル

解 体 希 望 顧 客 の 周 辺 ニ ー ズ 流 入 顧 客 の 解 体 後 利 用 の 内 訳 ※

不 動 産 会 社 紹 介 ハ ウ ス メ ー カ ー 紹 介 不 用 品 回 収 紹 介 終 活 サ ー ビ ス 連 携

ク ロ ス セ ル モ デ ル 例

etc…

解体は「すべての始まり」に位置しており、売却や建て替えをはじめ様々なニーズを抱える人たちが多数流入。
解体希望者の半数以上が土地に関してのクロスセル対象ターゲット。

26%

25%23%

10%

7% 9%

売却 建替 検討中 返却 駐車場 その他

遺品整理

農機具買取

不用品回収

仲介

買収

借他権

住宅
メーカー

リノベー
ション 駐車場

太陽光

葬儀

介護

各義変更

相続税

売却
したい

物件内
整理

したい

終活

相続
問題

土地
活用

建替え
たい

※弊社管理の顧客情報より算出(2024年2月末時点)

53



We Create Value

参考｜解体からのクロスセルの方向性

61 66 57 50 58 46
68 57

34 22 19 26 24
55
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150
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64 76 69

461

656

606

527

669

582

626

691

582
619

517
557

646

743 758

682

741

659 673
633

517

621 633

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

25.0%

0
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4月
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算
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通

算
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通

算

7月
通

算
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通

算
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算
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月

通
算

11
月

通
算

12
月

通
算

1月
通

算

2月
通

算

3月
通

算

4月
通

算

5月
通

算

6月
通

算

7月
通

算

8月
通

算

9月
通

算

10
月

通
算

11
月

通
算

12
月

通
算

1月
通

算

2月
通

算

紹介希望獲得数 流入数 紹介希望獲得率

不 動 産 売 却 紹 介 ニ ー ズ ※

初期取り組みである不動産売却希望者紹介事業は収益化が進んでおり、今後も連携済みのパートナーを起点にしながら、
多数の周辺事業を開拓していく。

解 体 マ ッ チ ン グ 周 辺 事 業 展 開 状 況

不動産売却希望者紹介

不用品回収希望紹介

不用品買取希望紹介

火災保険相談希望紹介

駐車場紹介

不動産仲介

不動産買取再販

その他事業
（お墓、相続など）

企画 事業化 収益化

※2024年2月時点までの数値 54

多
数
の
パ
ー
ト
ナ
ー
獲
得
済
み
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成⾧戦略3b：不動産ビジネスの深堀り②

不動産情報紹介

不動産
仲介

不動産
買取再販

不動産一括査定サイトと同様のモデルで収益を獲得
自社で不動産免許を保有せずに不動産会社に情報提供
を行うことで、送客単価として報酬を頂く

自社で宅地建物取引業の資格を保有し、
不動産仲介のビジネスや
不動産買取再販のビジネスを手掛ける

同時に顧客向けに住宅ローンの紹介や
保険の斡旋などを行う事業も実施
業態転換が起こる為、新事業部を設立し
別動部隊として動くことを想定

Ph
１

Ph
2

Ph
3

プラットフォーム構築へ向け、集積された土地情報を生かしたビジネス展開を実施。不動産の情報紹介事業に留まらず、
消費者向け事業としての保険・ローン販売やより収益性が高い不動産仲介・買取再販事業も展開予定。

保険・
ローン

55
進捗：継続して進捗中
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成⾧戦略4：他領域におけるプラットフォーム事業構築
マーケティングDXを活用した事業創出モデルをもとに、
不動産DX事業に続く統合プラットフォームビジネスを今後も展開予定。

2021~2035

事業X終活(予定）不動産
土地情報の集積/活用に

紐づく周辺事業を拡大し、
土地IDの総合市場を構築

相続やお墓事業から
看護や食事管理まで含めた

高齢層向け事業を展開
Coming soon...

？

56
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インターネット広告市場について

インターネット広告市場について
インターネットそのものの市場成⾧が阻害される
ような状況が生じた場合、当社の事業及び業績に
影響を及ぼす可能性がある

法規制について

インターネット関連分野及び解体工事や不動産業
において新たな法令等の制定や、既存法令等の改
正等により規制強化等がなされた場合、当社の事
業及び業績に影響を及ぼす可能性がある

人材採用について

人材確保や流出により業績悪化のリスク。

・経済情勢や市場環境等の変化を注視
・事業戦略の進捗状況や事業環境等の変化等

に伴い定期的にモニタリングを実施
・環境変化に応じた事業戦略等の見直しを適

時に行う体制を構築

・リスク・コンプライアンス委員会により定
期的にモニタリングを実施

・事業に直接影響がある法令については、広
告取扱マニュアルを定め、具体的な注意点
を記したチェックリストを整備

・積極的な採用活動を継続
・従業員への教育・研修体制の充実・強化

事業遂行上の主なリスクとそれに伴う影響 主なリスクに対する対応策

※ その他のリスクは「新規上場申請のための有価証券報告書（ Ⅰの部）」をご参照ください。

可能性 時期 影響後度

低

低

中

常時

常時

常時

大

大

大

リスク情報
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不動産DX事業の赤字計上

2020年７月よりサービスを立ち上げてから事業拡
大のための先行投資や採用をしてきており、3期連
続のセグメント損失を計上している。黒字化に向
けた対策をしているが想定どおりの効果が得られ
ない場合等には、当セグメントの経営成績及び当
社の経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性
がある。

・ユーザー獲得のための施策や集客コストの
効率化などを効果的に進めることで、売上拡
大及び継続的な黒字計上を想定

事業遂行上の主なリスクとそれに伴う影響 主なリスクに対する対応策

※ その他のリスクは「新規上場申請のための有価証券報告書（ Ⅰの部）」をご参照ください。

可能性 時期 影響後度

低 常時 中

リスク情報
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免責事項

本資料は、情報提供のみを目的として当社が作成したものであり、当社の有価証券の買付けまたは売付け申
し込みの勧誘を構成するものではありません。本資料に含まれる将来予想に関する記述は、当社の判断及び仮
定並びに当社が現在利用可能な情報に基づくものです。将来予想に関する記述には、当社の事業計画、市場規
模、競合状況、業界に関する情報及び成⾧余力等が含まれます。そのため、これらの将来予想に関する記述は、
様々なリスクや不確定要素に左右され、実際の業績は将来に関する記述に明示または黙示された予想とは大幅
に異なる場合があります。

本資料には、当社の競争環境、業界のトレンドや一般的な社会構造の変化に関する情報等の当社以外に関す
る情報が含まれています。当社は、これらの情報の正確性、合理性及び適切性等について独自の検証を行って
おらず、いかなる当該情報についてこれを保証するものではありません。

なお、当資料のアップデートは、年次決算の発表時期である2025年5月を目途として開示を行う予定です


